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                 適正な弁護士数に関する決議 

 

第１ 決議の趣旨 

   当会は、政府に対し、平成２９年度以降、司法試験合格者数を年間１０

００人以下とするよう求める。 

 

第２ 決議の理由 

１ 弁護士数が過剰となったこと 

（１）弁護士数の増加状況 

   政府は、平成１４年３月、今後法的需要が増大し続けるとの予測のもと、

「平成２２年ころには司法試験の合格者数を年間３０００人程度とするこ

とを目指す。」とする司法制度改革推進計画を閣議決定した。 

   この結果、司法試験合格者数は年々増加し、平成１９年から平成２５年

には２０００人を超えた。平成２６年、平成２７年には１８００人台とな

ったものの、平成１４年当時１万８８３８人であった弁護士数は、平成２

９年５月１日現在で３万９０１１人と倍増した。 

   この間、裁判官の数は平成１４年時点で２２８８人、平成２８年時点で

２７５５人と約２０％の増加、検察官の数は平成１４年時点で１４８４人、

平成２８年時点で１９３０人と約３０％の増加であるのに対し、弁護士の

数は約１０６％増加した。 

（２）法的需要予測の見込み違い 

   ところが、法的需要が増大するという政府の予測は大きく外れ、平成１

８年度以降、裁判所の全新受事件数は、過払訴訟の影響を考慮しても明ら

かに減少傾向にある（平成１８年－約５００万件、平成２２年－約４３０

万件、平成２６年－約３５０万件）。法律相談件数も、平成１８年から平成

２５年まで年間約６０万件と横ばいで推移し、増加傾向は全く見られない

（弁護士会法律相談センター、法テラス、自治体の弁護士相談の総計）。 

   たしかに、弁護士の増加に伴いゼロワン地域が解消されたこと、刑事国

選事件や民事扶助事件への対応の充実が見られることについては、一定の

評価がなされるべきである。 

しかし、現在では、仮に弁護士過疎地が一部残っているとしても、過疎地

開業支援等の施策により対処すべきであって、弁護士数の単純増により対処

すべき性質のものではないし、新たな分野で弁護士が必要とされていく可能

性が皆無でないとしても、不確かな憶測を含むものであって、現在のような

急激な増員を要するほどの実例が存在しているとはいえないから、これらを
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理由に更に弁護士を増加させる必要性は見いだせない。 

（３）弁護士数の過剰 

   かかる状況に鑑み、富山県議会、佐賀県議会をはじめ各地の地方議会が、

弁護士数はすでに過剰であるとの認識を明示したうえ、法曹人口政策の早

期見直しを求める内容の決議等をなしており、長野県議会においても、昨

年、弁護士人口は飽和状態にあるとして同様の決議を行っているところで

ある。 

   弁護士が倍増しても訴訟や法律相談の件数が増えず、新たな分野で必要

とされる実例も特段確認されていないということは、もともと社会は、こ

れほどに多くの弁護士を必要としていなかったことに他ならない。 

   平成１４年の閣議決定以降の推移と現状を踏まえる限り、各地の地方議

会が指摘するとおり、現在、弁護士は、利用者たる市民が必要とする数を

明らかに超えて増え続けており、それによる弊害を直視した対応が検討さ

れなければならないのである。 

２ 弁護士数の過剰により弊害が生じていること 

（１）弁護士の使命の達成が危うくなること 

    弁護士は、基本的人権を擁護し社会正義を実現することを使命とする（弁

護士法１条１項）。しかしながら、弁護士数の過剰は、弁護士間の過当競争

を招き、事務所経営や生活防衛のために目先の利潤を追求する傾向を強め、

事件漁りや無用な訴訟への誘導、過度に高額な費用請求などが生じて市民

が害される事態が危惧される。 

   また、弁護士には、その使命の達成のために職務の自由と独立が要請さ

れ、依頼者の「正当な利益」を実現すべきであるとされ、ときに依頼者に

対しても公共的・公益的見地からの説得を試みる役割が期待される（弁護

士職務基本規程第２条、第２１条）。しかしながら、顧客獲得競争が激化し

て目先の利潤を追求する傾向が強まれば、昨今、恫喝や報復を目的として

法外な請求を行なう「スラップ訴訟」の実例が報告されるように、依頼者

の要求に無批判に迎合し、人権擁護や社会正義を無視した業務遂行を生み

かねない。 

   そして、弁護士の使命を達成しようとすれば、国家権力から独立し、と

きには対峙してでも市民の側に立つことを要することから、我が国では、

弁護士の資格審査や懲戒を行政官庁等の監督に服させず弁護士の自律に委

ねる弁護士自治が採用されている。しかしながら、弁護士業務が過度に商

業化し、公共的・公益的性格が失われれば、「国家権力からの独立」は実際

上の意義を失い、弁護士自治の存立基盤を危うくすること必至である。 

   かように、弁護士数過剰の状況は、基本的人権の擁護と社会正義の実現
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という弁護士の使命の達成を危うくし、我が国の弁護士制度を根底から揺

るがしているのである。 

（２）若手弁護士の研鑽の機会が失われていること 

   弁護士数の過剰を背景として、弁護士登録後に勤務弁護士として研鑽を

積むことを望みながら即独やノキ弁に甘んじ、十分なＯＪＴ（on the job 

training）の機会を得られない新人弁護士は後を絶たない。（新人弁護士の

就職難の状況は、司法修習修了後の一括登録時点の未登録者割合に顕れる

と言われている。平成１９年度には３．３％であったものが、平成２２年

度に１１％、平成２３年度に２０．１％、平成２４年度に２６．３％、平

成２５年度に２８％、平成２６年度に２７．９％となっている（いずれも

現行司法試験合格者の数値）。） 

   法律専門家としての技能や倫理を会得する機会を十分に持たない弁護士

が実務に当たれば、市民に深刻な影響を与えることが危惧されると言わざ

るを得ない。 

（３）法曹志願者が激減していること 

   弁護士数の過剰を背景として、近年、法曹志願者は目に見えて激減して

いる。法科大学院志願者は、以下のとおり、減少傾向が顕著である。大学

受験生の法学部離れも顕著であり、法曹界が有為な人材を確保することは

困難となっている。 

   さらに、現在では大半の法科大学院が深刻な定員割れを起こし、現行の

法曹養成制度が掲げる育成機能の充実は期待しがたいうえに、法科大学院

入学者数が司法試験合格者数に接近しつつあり、このような状況下で、後

述の法曹養成制度改革推進会議の取りまとめが示唆するように１５００人

以上の合格者数を墨守した場合、試験制度としての正常な選抜機能が働か

ない事態が危惧される。 

    （年度）  （法科大学院全志願者数（延べ人数）） （入学者数） 

    平成１６年度    ７２，８００人     ５，７６７人 

    平成１９年度    ４５，２０７人      ５，７１３人 

    平成２２年度    ２４，０１４人      ４，１２２人 

    平成２５年度    １３，９２４人    ２，６９８人 

    平成２７年度    １０，３７０人      ２，２０１人 

    平成２８年度     ８，２７８人      １，８５７人 

    平成２９年度     ８，１５９人      １，７０４人 

   今後もかかる事態が続けば、裁判官、検察官、弁護士の平均的な質が、

長期的かつ慢性的に低下していくことが憂慮されざるを得ないのである。

法曹三者が、憲法をはじめとする法の運用、解釈を通じて、市民の人権を
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直接的に取り扱う職責を担っていることに鑑みれば、このような法曹三者

の平均的な質の低下は、回避しなければならない。 

（４）国家資格制度としての安定性・確実性を損なうこと 

   そもそも我が国が弁護士について国家資格制度を採用するのは、市民の

人権を擁護し社会正義を実現するという弁護士の重大な使命に鑑みて、高

度な専門性や技術、見識を担保する必要があることによるものであり、利

用者たる市民においては、必ずしも弁護士の技能や適性を十分に判断しえ

ないことから、国家の責務としてその資格付与の条件を適切に整備し、誰

もが安心して弁護士に相談・依頼できる状況を維持するためである。 

   特段専門的な情報や判断力を持たない一般市民においても、安心して弁

護士に相談、依頼できる資格制度を構築し維持することが重要であり、一

般市民の権利利益の保護に資するものである。 

   ところが、弁護士急増政策は上記の各弊害を生み出し、市民が本来的に

国家資格制度に求める安定性と確実性を損ねる事態を招いているのである。 

   公認会計士についても、過剰な増員による弊害が生じ、国家資格の安定

性・確実性が維持できない事態を招いたため、公認会計士試験の合格者数

が政策的に減員されたとおり、国家資格の安定性等を合格者数の調整によ

って回復することは法曹界に特有の事態でもない。 

３ 当会が改めて総会決議を行なう理由 

（１）平成２２年度総会決議後の経緯 

   当会は、平成２２年１１月２０日の臨時総会において、「政府に対し、司

法試験合格者数を年間３０００人程度とする政策について直ちに見直し、

司法試験合格者数を段階的に削減し、弁護士人口が４万人に達した以降、

これを維持するため、司法試験合格者数年間１０００人程度とする法律制

度の運用を求める」との総会決議をなした。 

   この決議は、当時すでに現われていた若手弁護士のＯＪＴ不足その他の

弁護士急増の弊害を挙げたうえ、弁護士総数を約４万人で均衡させるべく、

増員ペースの緩和を求めるものであった。 

   しかるに、政府は、平成２５年７月、司法試験合格者数３０００人を目

指す方針は撤回したものの、平成２７年６月３０日の法曹養成制度改革推

進会議の取りまとめにおいて、「法曹人口は、全体として今後も増加させて

いくことが相当である」とし、司法試験合格者数について、今後も「１５

００人程度は輩出されるよう、必要な取組を進め」るべきであるとした。 

   政府はこのように、当会の平成２２年総会決議後も弁護士の急増ペース

を抜本的に見直すことをせず、その結果、弁護士数は３万９０１１人に増

加している（本年５月１日現在）。 
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（２）弁護士数の将来予測 

   平成２８年度の司法試験合格者は１５８３人であったが、今後も同様に

約１５００人の合格者数を維持すれば、弁護士数は１、２年のうちに４万

人を超え、平成５５年には推計６万人を超える（弁護士白書２０１６年版）。

そうなれば、我が国の人口減少傾向とあいまって、弁護士数の過剰による

上記各弊害が一層拡大することは目に見えており、基本的人権の擁護や社

会正義の実現という弁護士の使命は見失われ、弁護士業務への信頼は失墜

し、弁護士自治を崩壊させていくおそれすらある。 

   司法試験合格者が本年度以降毎年１０００人で推移するとしても、弁護

士数は今後も増加し、平成５３年におよそ４万９５００人になると推計さ

れ、我が国の人口減少傾向を考慮すると、弁護士一人当たりの国民数は、

現在より約１０００人少ない約２１００人となると推計されるものである

から（弁護士白書２０１６等に基づくシミュレーション）、本決議の趣旨が

実現された場合、弁護士急増による弊害が緩和されこそすれ、市民にとっ

て弁護士が不足するとの懸念は皆無である。 

４ むすび 

   以上のとおり、我々弁護士が、基本的人権の擁護と社会正義の実現とい

う本来の使命を果たし、弁護士資格制度の安定性と確実性を維持し、そし

て弁護士自治を維持して市民の権利利益を護り続けるためには、弁護士数

が適正に維持されることが絶対不可欠である。我々弁護士が、国家権力か

ら独立し、ときには対峙してでも、市民の側に立つべきその足場の崩壊を

招くおそれある弁護士の過剰増員は、このような観点から改められなけれ

ばならない。 

   したがって、平成２９年度以降､司法試験の年間合格者を１０００人以下

とすべきである。 

 

                   平成２９年６月２４日  

                                       

長野県弁護士会総会 


